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【船員保険勘定】

令和２年３月31日現在

（単位：円）

資産の部

Ⅰ　流動資産

現金及び預金 54,712,451,207 

未収入金 2,849,657,682 

前払費用 151,090 

その他 6,552 

貸倒引当金 △ 114,852,046 

流動資産合計 57,447,414,485 

Ⅱ　固定資産

１　有形固定資産

建物 6,428,689 

工具備品 2,535,757 

有形固定資産合計 8,964,446 

２　無形固定資産

ソフトウェア 259,152,384 

ソフトウェア仮勘定 34,461,680 

無形固定資産合計 293,614,064 

　固定資産合計 302,578,510 

　　資産合計 57,749,992,995 

科　　　　　目 金　　　　　額

貸　借　対　照　表
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（単位：円）

科　　　　　目 金　　　　　額

負債の部

Ⅰ　流動負債

未払金 3,325,861,286 

未払費用 8,396,922 

預り補助金 25,000 

預り金 2,939 

前受収益 101,841,967 

賞与引当金 30,250,758 

役員賞与引当金 1,668,762 

流動負債合計 3,468,047,634 

Ⅱ　固定負債

退職給付引当金 539,167,535 

役員退職手当引当金 440,405 

固定負債合計 539,607,940 

　負債合計 4,007,655,574 

純資産の部

Ⅰ　資本金

政府出資金 465,124,590 

資本金合計 465,124,590 

Ⅱ　船員保険法第１２４条の準備金

準備金 50,148,433,923 

準備金合計 50,148,433,923 

Ⅲ　利益剰余金

当期未処分利益 3,128,778,908 

（うち当期純利益） (3,128,778,908)

利益剰余金合計 3,128,778,908 

　純資産合計 53,742,337,421 

　　負債・純資産合計 57,749,992,995 
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【船員保険勘定】

自　平成31年４月１日

至　令和２年３月31日

（単位：円）

経常費用

事業費用

保険給付費 26,705,294,663 

拠出金等

前期高齢者納付金 2,865,462,694 

後期高齢者支援金 7,080,542,619 

退職者給付拠出金 675,689 

病床転換支援金 39,315 9,946,720,317 

介護納付金 3,178,910,030 

業務経費

保険給付等業務経費

人件費 272,780,090 

福利厚生費 305,044 

委託費 62,327,070 

郵送費 21,110,814 

減価償却費 41,822,921 

その他 41,812,633 440,158,572 

レセプト業務経費

人件費 24,225,306 

福利厚生費 24,082 

委託費 7,443,727 

郵送費 1,657,470 

減価償却費 3,954,822 

その他 534,031 37,839,438 

保健事業経費

健診費用 476,480,240 

委託費 244,024,952 

郵送費 10,220,556 

その他 4,293,975 735,019,723 

福祉事業経費

福祉事業給付金 1,466,020,865 

委託費 198,978,212 

郵送費 4,034,198 

減価償却費 1,545,581 

その他 8,049,591 1,678,628,447 

その他業務経費 21,892,670 2,913,538,850 

一般管理費

人件費 118,517,658 

福利厚生費 90,390 

一般事務経費

委託費 278,331,032 

地代家賃 86,482,450 

システム関連費 135,352 

その他 222,454,892 587,403,726 

減価償却費 6,456,620 

貸倒引当金繰入額 13,431,150 

その他 159,389 726,058,933 

損　益　計　算　書

科　　　　　目 金　　　　　額
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（単位：円）

科　　　　　目 金　　　　　額

事業費用合計 43,470,522,793 

経常費用合計 43,470,522,793 

経常収益

事業収益

保険料等交付金収益 36,629,000,000 

疾病任意継続被保険者保険料収益 1,009,820,363 

職務上年金給付費等交付金収益 5,800,097,000 

国庫補助金収益 2,853,814,200 

国庫負担金収益 163,247,000 

診療報酬返還金収入 76,547 

返納金収入 62,681,320 

損害賠償金収入 34,312,006 

拠出金返還金収入 45,662,483 

その他 1,500 

事業収益合計 46,598,712,419 

事業外収益

財務収益

受取利息 511,224 511,224 

雑益 85,074 

事業外収益合計 596,298 

経常収益合計 46,599,308,717 

経常利益 3,128,785,924 

特別損失

固定資産除却損 1 1 

税引前当期純利益 3,128,785,923 

法人税、住民税及び事業税 7,015 

当期純利益 3,128,778,908 
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【船員保険勘定】

自　平成31年４月１日

至　令和２年３月31日

（単位：円）

金　　　　　額

Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー

保険給付費支出 △ 26,937,721,175

拠出金等支出 △ 9,908,673,834

介護納付金支出 △ 3,171,798,030

国庫補助金返還金支出 △ 418,000

被保険者貸付金支出 △ 405,200

人件費支出 △ 387,938,284

その他の業務支出 △ 3,025,817,074

保険料等交付金収入 36,615,000,000

疾病任意継続被保険者保険料収入 1,056,325,990

国庫補助金収入 8,654,055,200

国庫負担金収入 163,247,000

被保険者貸付返済金収入 405,200

その他の業務収入 100,079,300

小計 3,156,341,093

利息の受取額 511,224

法人税等の支払額 △ 7,303

  業務活動によるキャッシュ・フロー 3,156,845,014

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

無形固定資産の取得による支出 △ 121,971,340

  投資活動によるキャッシュ・フロー △ 121,971,340

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー 0

Ⅳ 資金の増加額 3,034,873,674

Ⅴ 資金期首残高 51,677,577,533

Ⅵ 資金期末残高 54,712,451,207

キャッシュ・フロー計算書

科　　　　　目
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【船員保険勘定】

Ⅰ 当期未処分利益 3,128,778,908             

当期純利益 3,128,778,908             

Ⅱ 利益処分額 3,128,778,908             

船員保険法第１２４条の準備金繰入額 3,128,778,908             

Ⅲ 次期繰越利益 -                               

利益の処分に関する書類

科　　　　　目 金　　　　　額

上記の利益処分を行った場合、純資産の部の船員保険法第１２４条の準備金残高は 53,277,212,831円と
なります。

- 6-



【船員保険勘定】 

 

注 記 事 項 

 

Ⅰ 財務諸表作成の根拠法令 

全国健康保険協会の財務及び会計に関する省令（平成 20 年９月 26 日厚生労働省令第 144

号）に定める基準により作成しております。 

 

Ⅱ 重要な会計方針 

１．固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産（リース資産を除く） 

定額法によっております。なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物 13～15 年 

工具備品 ５～15 年 

(2) 無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法によっております。なお、協会内利用のソフトウェアについては、協会内におけ

る利用可能期間（主に５年）に基づいております。 

 

２．引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上してお

ります。 

(2) 賞与引当金 

職員に対して支給する賞与に備えるため、当事業年度に負担すべき支給見込額を計上し

ております。 

(3) 役員賞与引当金 

役員に対して支給する賞与に備えるため、当事業年度に負担すべき支給見込額を計上し

ております。 

(4) 退職給付引当金 

職員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計

上しております。 

なお、雇用保険法等の一部を改正する法律（平成 19 年４月 23 日法律第 30 号）附則第

26 条第３項の規定により協会の職員として採用された社会保険庁の職員について、同法附

則第 27 条第２項の規定に基づき、国家公務員退職手当法（昭和 28 年８月８日法律第 182

号）第２条第１項に規定する職員（同条第２項の規定により職員とみなされる者を含む。）

としての引き続いた在職期間を協会の職員としての在職期間とみなすことにより計上され

る額に相当する額についても、併せて計上しております。 

① 退職給付見込額の期間帰属方法 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させ

る方法については、給付算定式基準によっております。 

② 数理計算上の差異の費用処理方法 
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数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における職員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数（10 年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年

度から費用処理しております。 

(5) 役員退職手当引当金 

役員に対して支給する退職手当に備えるため、当事業年度に負担すべき支給見込額を計

上しております。 

 

３．船員保険法第 124 条の準備金の計上基準 

船員保険事業に要する費用の支出に備えるため、船員保険法施行令（昭和 28 年８月 31 日

政令第 240 号）第 28 条に定める基準により、計上しております。 

 

４．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き

出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負

わない取得日から３ヶ月以内に償還期日の到来する短期投資としております。 

 

５．消費税等の会計処理 

税込方式によっております。 

 

Ⅲ 貸借対照表関係 

有形固定資産の減価償却累計額 21,248,510 円 

 

Ⅳ 損益計算書関係 

該当事項は、ありません。 

 

Ⅴ キャッシュ・フロー計算書関係 

資金の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金 54,712,451,207 円 

資金期末残高 54,712,451,207 円 

 

Ⅵ 金融商品関係 

１．金融商品の状況に関する事項 

当協会は、資金運用については、健康保険法施行令（大正 15 年６月 30 日勅令第 243 号）

第１条に定める金融商品に限定しております。 

未収債権等については、当協会の定める債権管理方法に従って、財務状況の悪化等による

回収懸念の早期把握や軽減を図っております。 

 

２．金融商品の時価等に関する事項 

期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり

ます。 
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（単位：円） 

 貸借対照表計上額 時価 差額 

(1) 現金及び預金 54,712,451,207 54,712,451,207 － 

(2) 未収入金 2,849,657,682   

貸倒引当金 △114,852,046   

 2,734,805,636 2,734,805,636 － 

資産 計 57,447,256,843 57,447,256,843 － 

(1) 未払金 3,325,861,286 3,325,861,286 － 

負債 計 3,325,861,286 3,325,861,286 － 

 

(注)金融商品の時価の算定方法に関する事項 

資 産 

(1) 現金及び預金 

短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に

よっております。 

(2) 未収入金 

回収見込額等に基づいて貸倒見積高を算定しており、時価は決算日における貸借対

照表価額から現在の貸倒見積高を控除した金額に近似しているため、当該価額をもっ

て時価としております。 

 

負 債 

(1) 未払金 

短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に

よっております。 

 

Ⅶ 退職給付関係 

１．採用している退職給付制度の概要 

当協会は、職員の退職給付に充てるため、退職一時金制度（非積立型の確定給付制度）を

採用しております。 

退職一時金制度では、退職給付として、勤続年数及び等級に基づく累積ポイント並びに退

職事由に基づき決定された一時金を支給します。 

 

２．確定給付制度 

(1) 退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表 

 

退職給付債務の期首残高 525,638,946 円 

勤務費用 30,925,647 円 

利息費用 577,549 円 

数理計算上の差異の発生額 △41,043,786 円 

退職給付の支払額 △4,403,900 円 

退職給付債務の期末残高 511,694,456 円 
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(2) 退職給付債務及び年金資産の期末残高と貸借対照表に計上された退職給付引当金の調整

表 

 

非積立型制度の退職給付債務 511,694,456 円 

未積立退職給付債務 511,694,456 円 

未認識数理計算上の差異 27,473,079 円 

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 539,167,535 円 

  

退職給付引当金 539,167,535 円 

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 539,167,535 円 

 

(3) 退職給付費用及びその内訳項目の金額 

 

勤務費用 30,925,647 円 

利息費用 577,549 円 

数理計算上の差異の費用処理額 △1,868,835 円 

確定給付制度に係る退職給付費用 29,634,361 円 

 

(4) 数理計算上の計算基礎に関する事項 

当事業年度末における主要な数理計算上の計算基礎 

割引率 0.11％ 

 

Ⅷ 重要な債務負担行為 

該当事項は、ありません。 

 

Ⅸ 重要な後発事象 

  該当事項は、ありません。 

 

Ⅹ その他の注記事項 

１.東日本大震災に係る補助金について 

東日本大震災の被災者に対して実施した平成 31 年度全国健康保険協会災害臨時特例補助

金交付要綱（平成 31 年４月９日厚生労働省発保 0409 第６号厚生労働事務次官通知）の３及

び平成 31 年度東日本大震災復旧・復興に係る全国健康保険協会特定健康診査国庫補助金交付

要綱（平成 31 年４月 25 日厚生労働省発保 0425 第４号厚生労働事務次官通知）の３に定める

事業に係る国庫補助金受入額並びにその使用状況は以下のとおりであります。 

 

（単位：円） 

対象事業 受入額 使用状況（*1） 残額（*2） 

医療保険事業 871,000 848,000 23,000 

特定健診事業 2,000 － 2,000 

合 計 873,000 848,000 25,000 
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（*1）船員保険における一部負担金等の免除、特定健康診査に係る自己負担金の免除等に

よる費用であり、保険給付費及び健診費用として計上しております。なお、金額につ

いては、開示時点における概算額によっております。 

（*2）国庫補助金の未使用額は、翌事業年度以降に返還が見込まれるため、預り補助金と

して負債に計上しております。また、前事業年度の未使用額については、当事業年度

に 418,000 円を返還しております。 

 

 

 ２. 毎月勤労統計調査の不適切な取扱いの影響について 

平成 31 年 1 月 11 日に厚生労働省が公表した、同省における毎月勤労統計調査の不適切

な取扱いに関し、同 31 年 4 月 10 日付で改正された関係政省令に基づき、障害年金や遺族

年金等の追加給付を行いました。 

令和元年度中の支払金額は、約 410 百万円、支払に要した事務経費は、約 69 百万円でし

た。 

    なお、これらの費用について、令和元年度、約 462 百万円を国から補填を受けています。

残る約 17 百万円については、令和３年度、国から補填を受ける予定となっています。 
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額

差
引
期
末

帳
簿
価
額

摘
　
要

12
,6

39
,4

04
  
  
  
  

1,
28

4,
50

7
  
  
  
  

 
6,

42
8,

68
9

  
  
  
  
 

建
物

19
,0

68
,0

93
  
  
  
 

-
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

-
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

19
,0

68
,0

93
  
  
  

 

工
具
備
品

11
,2

44
,8

18
  
  
  
 

66
1,

44
9

  
  
  
  
  

 
76

1,
40

4
  
  
  
  
  

 
11

,1
44

,8
63

  
  
  

 
8,

60
9,

10
6

  
  
  
  
 

1,
36

3,
88

9
  
  
  
  

 
2,

53
5,

75
7

  
  
  
  
 

30
,2

12
,9

56
  
  
  

 
21

,2
48

,5
10

  
  
  
  

2,
64

8,
39

6
  
  
  
  

 
8,

96
4,

44
6

  
  
  
  
 

無
形
固
定
資
産

ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア

85
2,

08
6,

3
40

  
  
 

19
2,

50
6,

52
0

  
  

 
-

  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

有
形
固
定
資
産

計
30

,3
12

,9
11

  
  
  
 

66
1,

44
9

  
  
  
  
  

 
76

1,
40

4
  
  
  
  
  

 

1,
04

4,
59

2,
86

0
  
 

7
85

,4
40

,4
76

  
  
  

51
,1

31
,5

48
  
  
  

 
25

9,
15

2,
38

4
  
  
 

注
１

ｿﾌ
ﾄｳ
ｪｱ
仮
勘
定

-
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

34
,4

61
,6

80
  
  
  

 
-

  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

34
,4

61
,6

80
  
  
  

 
-

  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

 
-

  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

34
,4

61
,6

80
  
  
  
 

注
２

計
85

2,
08

6,
3
40

  
  
 

22
6,

96
8,

20
0

  
  

 
-

  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

1,
07

9,
05

4,
54

0
  
 

7
85

,4
40

,4
76

  
  
  そ

の
他

貸
倒
引
当
金

10
1,

42
0,

8
96

  
  
  
  
  
  
  

 
11

4,
85

2,
04

6
  
  
  
  
  
  
  

 
-

  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

10
1,

42
0,

89
6

  
  
  
  
  
  
  

 

51
,1

31
,5

48
  
  
  

 
29

3,
61

4,
06

4
  
  
 

区
　
　
分

期
首
残
高

当
期
増
加
額

当
期
減
少
額

期
末
残
高

摘
　
要

目
的
使
用

11
4,

85
2,

04
6

  
  
  
  
  
  
  

 
注
１

賞
与
引
当
金

28
,7

64
,9

34
  
  
  
  
  
  
  
  

30
,2

50
,7

58
  
  
  
  
  
  
  
  

28
,7

64
,9

34
  
  
  
  
  
  
  
  

-
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

30
,2

50
,7

58
  
  
  
  
  
  
  
  

退
職
給
付
引
当
金

51
3,

93
7,

0
74

  
  
  
  
  
  
  

 
29

,6
34

,3
61

  
  
  
  
  
  
  
  

4,
40

3,
90

0
  
  
  
  
  
  
  
  
  

-
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

53
9,

16
7,

53
5

  
  
  
  
  
  
  

 

役
員
賞
与
引
当
金

1,
56

4,
71

7
  
  
  
  
  
  
  
  
  

1,
66

8,
76

2
  
  
  
  
  
  
  
  
  

1,
56

4,
71

7
  
  
  
  
  
  
  
  
  

-
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

1,
66

8,
76

2
  
  
  
  
  
  
  
  
  

計
64

6,
03

6,
1
28

  
  
  
  
  
  
  

 
17

6,
49

7,
82

5
  
  
  
  
  
  
  

 
34

,7
33

,5
51

  
  
  
  
  
  
  
  

10
1,

42
0,

89
6

  
  
  
  
  
  
  

 
68

6,
37

9,
50

6
  
  
  
  
  
  
  

 

役
員
退
職
手
当
引
当
金

34
8,

50
7

  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

 
91

,8
98

  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

-
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

-
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

44
0,

40
5
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３
．
資
本
金
、
準
備
金
、
積
立
金
及
び
剰
余
金
の
明
細

（
単
位
：
円
）

(
注
１
)
当
期
増
加
額
は
、
前
期
利
益
処
分
に
よ
る
繰
入
額
で
あ
り
ま
す
。

４
．
国
等
か
ら
の
財
源
措
置
等
の
明
細

（
単
位
：
円
）

介
護
保
険
事
業
費
補
助
金

-  

区
　
　
分

期
首
残
高

当
期
増
加
額

当
期
減
少
額

期
末
残
高

摘
　
要

政
府
出
資
金

46
5,

12
4,

59
0

  
  
  
  
  
  
  

 
-

  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

-
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

46
5,

12
4,

59
0

  
  
  
  
  
  
  

 

資
本
金

利
益
剰
余
金

船
員
保
険
法
第
１
２
４
条
の
準
備
金

4
6,

65
2,

81
1,

87
6

  
  
  
  
  

3,
49

5,
62

2,
04

7
  
  
  
  
  
  

-
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

50
,1

48
,4

33
,9

23
  
  
  
  
  

注
１

区
　
　
分

当
期
交
付
額

左
の
会
計
処
理
内
訳

摘
　
要

前
受
交
付
金
計
上

収
益
計
上

当
期
未
処
分
利
益

3,
49

5,
62

2,
04

7
  
  
  
  
  
  

3,
12

8,
77

8,
90

8
  
  
  
  
  
  

3,
49

5,
62

2,
04

7
  
  
  
  
  
  

 
3,

12
8,

77
8,

90
8

  
  
  
  
  
  

保
険
給
付
費
等
補
助
金

2,
77

6,
98

6,
00

0
  
  
  
  
  
  
  
  

 
-

  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

 
2,

77
6,

98
6,

00
0

  
  
  
  
  
  
  
  

 

特
定
健
康
診
査
・
保
健
指
導
国
庫
補
助
金

8,
14

1,
00

0
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

 
-

  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

 
8,

14
1,

00
0

  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

 

高
齢
者
医
療
制
度
円
滑
運
営
事
業
費
補
助
金

4,
75

2,
00

0
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

 
-

  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

 
4,

75
2,

00
0

  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

 

計
3,

01
7,

20
5,

20
0

  
  
  
  
  
  
  
  

 
-

  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

 
3,

01
7,

20
5,

20
0

  
  
  
  
  
  
  
  

 

災
害
臨
時
特
例
補
助
金
（
医
療
保
険
）

87
1,

00
0

  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

 
-

  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

 
87

1,
00

0
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

 

38
,0

17
,0

00
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

 

社
会
保
障
・
税
番
号
制
度
シ
ス
テ
ム
整
備
費
補
助
金

25
,1

91
,2

00
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

 
25

,1
91

,2
00

  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

 

事
務
費
負
担
金

16
3,

24
7,

00
0

  
  
  
  
  
  
  
  
  

 
-

  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

 
16

3,
24

7,
00

0
  
  
  
  
  
  
  
  
  

 

38
,0

17
,0

00
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５
．
役
員
及
び
職
員
の
給
与
費
の
明
細

(
)

(
)

(
)

(
)

(
)

(
)

(
)

(
)

(
)

(
)

(
)

(
)

(
注
１
)
役
員
に
対
す
る
報
酬
等
の
支
給
基
準
は
、
全
国
健
康
保
険
協
会
役
員
報
酬
規
程
及
び
全
国
健
康
保
険
協
会
役
員
退
職
手
当
規
程
に
よ
っ
て
お
り
ま
す
。

(
注
２
)
職
員
に
対
す
る
給
与
及
び
退
職
手
当
の
支
給
基
準
は
、
全
国
健
康
保
険
協
会
職
員
給
与
規
程
及
び
全
国
健
康
保
険
協
会
職
員
退
職
手
当
規
程
、
全
国
健
康
保
険
協
会
契
約
職
員

給
与
規
程
、
全
国
健
康
保
険
協
会
臨
時
職
員
給
与
規
程
に
よ
っ
て
お
り
ま
す
。

(
注
３
)
支
給
人
員
数
は
、
年
間
平
均
支
給
人
員
数
を
記
載
し
て
お
り
ま
す
。

な
お
、
健
康
保
険
勘
定
、
船
員
保
険
勘
定
を
兼
務
す
る
役
員
及
び
職
員
の
報
酬
又
は
給
与
、
退
職
手
当
に
つ
い
て
は
、
各
勘
定
に
共
通
す
る
経
費
と
し
て
按
分
計
上
し
て
お
り
ま

す
が
、
支
給
人
員
数
は
全
て
健
康
保
険
勘
定
に
含
め
て
記
載
し
て
お
り
ま
す
。

(
注
４
)
非
常
勤
の
役
員
及
び
職
員
は
、
外
数
と
し
て
（
　
）
で
記
載
し
て
お
り
ま
す
。

区
　
　
分

報
酬
又
は
給
与

退
職
手
当

支
給
額

支
給
人
員

支
給
額

支
給
人
員

(単
位
：
円
、
人
）

役
　
　
員

46
,9

68
  
  
  
  

-
  
  
  

-
  
  
  
  
  
  
  
  

-
  
  
  

17
,8

70
,7

37
  

1
  
  
  

-
  
  
  
  
  
  
  
  

-
  
  
  

職
　
　
員

20
,5

33
,7

43
  
  
  
 

10
  
  
  
  
 

-
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

-
  
  
  
  
  

 

29
7,

00
0,

51
0

  
  
  
  
  

44
  
  
  
  
 

4,
40

3,
90

0
  
  
  
  
  
  

 
2

  
  
  
  
  

 

計
20

,5
80

,7
11

  
  
  
 

10
  
  
  
  
 

-
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

-
  
  
  
  
  

 

31
4,

87
1,

24
7

  
  
  
  
  

45
  
  
  
  
 

4,
40

3,
90

0
  
  
  
  
  
  

 
2
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